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はじめに 
 
 
 
本書は、第３１回研究評価委員会において設置された「循環社会構築型光触

媒産業創成プロジェクト」（事後評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平成

２４年１１月１日））において策定した評価報告書（案）の概要であり、ＮＥＤ

Ｏ技術委員・技術委員会等規程第３２条の規定に基づき、第３５回研究評価委

員会（平成２５年３月２６日）にて、その評価結果について報告するものであ

る。 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料６―１より抜粋） 
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「循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト」 

全体の研究開発実施体制 
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「循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
プロジェクトリーダーの強力なリーダーシップにより、プロジェクトは見事

に推進され、大きな成果を残している。“界面電荷移動”と“多電子還元反応”のふ

たつの学理に基づき、銅イオンあるいは鉄イオンを担持した酸化チタン触媒、

および酸化タングステン触媒を開発し、目標とした紫外光活性２倍、可視光活

性 10 倍化を達成している。また、これら開発した光触媒の量産技術を確立し、

さらに膜としてのコーティング技術を確立している。世界レベルの研究開発成

果であり、実用化の道筋もはっきりしている。対象分野として抗菌・抗ウイル

スへ焦点をあてたことも評価できる。さらに、性能試験評価方法について、

JIS/ISO への提案が迅速に実施されており、標準化の取組も評価できる。プロ

ジェクト終了後の事業展開を視野にいれたコンソーシアム構築は、プロジェク

ト期間内だけでの研究開発で終わることなく責任を持って事業化する意思を示

し、かつ実際的な行動に移行しており、NEDO プロジェクトのひとつの理想的

な終了形態を示していると高く評価する。 
 今後、光触媒の普及のため、その安全性と抗ウイルス特性などを国民に理解

してもらうことが市場拡大には必要である。新機能の創出に関しても、本プロ

ジェクトで終了するのではなく、実用化に向けた取り組みを継続してほしい。 
 
２）今後に対する提言 
空港、病院など重要度が高く、需要性の高い施設を使っての試験は本プロジ

ェクトの有用性を提示するために有効であった。今後、省庁横断的な手法で開

発研究と試験実施が可能になれば、本研究は日本発の新技術として世界をリー

ドするものとなると考えられるので、その役割を NEDO に期待したい。光触媒

技術における日本の優位性を保持するために、今後も継続した取り組みが必要

である。設立されているコンソーシアムを広範なメンバーを集めて拡充し、プ

ロジェクトの成果の普及、市場展開を強力にかつ迅速に進めてほしい。大企業

は、市場上市にフレキシブルに対応できないこともあり、中小、専業企業など

が、コンソーシアムに参加しやすくすることも必要である。また、光触媒工業

会と連携し、標準化試験方法に基づく新たな製品認証制度を整備し、まがいも

のを排除した健全な市場創出に取り組む必要がある。国内市場の拡大のみなら
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ず、日本発の技術としてグローバル市場の拡大を目指して欲しい。「界面電荷移

動型励起」のサイエンスの考証とさらなる深化が「光触媒」研究の進展に大き

く貢献する。引き続き基礎研究にも力を投入してほしい。 
 

２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
光触媒は日本が強みをもつ技術のひとつであり、国際競争力を維持する観点

からも開発対象としても妥当性がある。光触媒を利用する環境浄化、抗菌・抗

ウイルス対策は、公共性があり、日本国のみならず国際貢献もできる技術であ

る。実用レベルの新技術を創生するためには、基礎レベルの学術研究から始め

ること、さらにコストの概念を踏まえることなどを考えれば、利害関係者が複

数参加する新しいタイプの産・官・学連携が必要である。その様なプロジェク

トは NEDO が主導するプロジェクトほかでの実施は困難である。実用化につな

げるための標準化活動（JIS／ISO）の実施は、健全な市場拡大において重要な

取り組みである。 
市場の成長は、事業発足時の予測から比べると大幅に鈍化している。当初の

見通しが甘かったのか、あるいは、本事業の成果が、市場拡大に起爆剤的役割

を果たすことになるのか、今後の検証が求められる。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
プロジェクトリーダーの高い洞察力と強力なリーダーシップによってプロジ

ェクトは効率的に推進された。材料、設備（装置）と役割の異なる企業と、ア

カデミアが連携し、効果的な研究開発組織が形成されている。プロジェクトリ

ーダー、実施者ともに優れた開発能力、商品化、事業化能力を備えており、チ

ーム構成として問題はなく、PL 中心に密な会議が持たれている等、関係者間の

連携も十分とれている。 
内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定された。また、

社会情勢を鑑み、対象分野を抗菌・抗ウイルス分野へ絞りこんだこと、公共性

の高い（病院、空港など）場所にて実証試験に取り組むなど優れたマネジメン

トとなっている。成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針も

明確であり、このあとの課題は企業の経営判断のところまで追い求めてあるこ

とが形として示されている。光触媒に関する標準化を世界的に拡げていくこと

も期待する。 
 
３）研究開発成果について 
科学的基礎発見を基に材料開発を行い、用途に応じた新規材料が創出され、
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全体として、目標を十分にクリアしている。特に、光触媒の学理に関する 2 つ

の科学的基礎的発見、すなわち、“界面電荷移動”“多電子還元反応”のふたつの概

念が重要であることを明確化し、数値目標である紫外光下 2 倍、可視光下 10 倍

の数値目標をクリアしている。また、抗菌・抗ウイルス技術の実証データを空

港・病院で実際の状況で収集し、有効性を確認したことは大きな成果であり、

初期目標を上まわる成果として捉えるべきである。知財権の取扱いも適切に行

われている。標準化については、JIS／ISO への提案が迅速に実施されている。 
 酸化銅(I)に関しては重要な成果の一つであり、その抗菌・抗ウイルスのシス

テム／メカニズムに関して深く掘り下げてほしい。欧州(CEN)が可視光での国際

標準化を検討しており、国際標準化事業へも継続して注力すべきである。 
 
４）実用化、事業化の見通しについて 
抗菌・抗ウイルス分野へ絞りこんだこと、公共性の高い病院、空港などで実

証試験により、実用化の可能性は高い。プロジェクト終了後に、参画企業とコ

ンソーシアムを組み製品化・事業化検討を開始したこと、新たなメンバーをコ

ンソーシアムに参加させることで、より実用化は早くなった。事業展開に関し

ても、展開先企業との共同開発、更にはプロジェクトならびに企業のマーケテ

ィングリサーチもよく行われており、事業化に対する個々の見通しが立ってい

る。 
本格的な事業化の実現が今後の課題であり、事業化にはどのような課題が残

されているか、整理することが必要である。また、広く実用化に意欲的な企業

に成果を門戸開放することで事業化を進めることも必要であろう。 
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個別テーマに関する評価 

 成果に関する評価・実用化（、事業化）の見通しに関する評価・今後に対する提言 
光触媒共通サイ

エンスの構築 
プロジェクト開始時の光触媒性能と比較して、紫外光活性 2 倍、可視光活性 10 倍はクリアしており、

目標達成は十分になされている。VOC 処理ならびに抗菌・抗ウイルス効果を狙った成果は、世界初であ

る。他の競合技術と比較しても、同等のものは存在しない。いくつかの基礎研究の成果が、民間企業の

事業化計画につながっており、共通サイエンスとして有効に機能している。特許は 131 件出願され、そ

の内 70 件が国際出願されており、当プロジェクトで創出された権利の保護が的確に実施されている。実

用化される抗菌・抗ウイルス技術は、安全・健康衛生の考え方の基本のひとつとして新しく加えられる

であろう。 
酸化銅(I)による抗菌・抗ウイルスのシステム／メカニズムについてより深い検討が重要となるであろ

う。 
光触媒基盤技術

の研究開発 
銅酸化チタン光触媒の量産技術（10kg/day）が達成され、そのコーティング技術としてコーティング

液を用いたものだけでなく、スパッタ製膜法も開発している。目標をクリアしたこれらの成果は、市場

に直結するものである。空港・病院での実施実験を行うことにより、有効なデータを蓄積している。成

果に競合する技術は現時点では見当たらず、世界最高水準である。紫外線応答型の十面体酸化チタンも

パイロットプラント、試運転を完了し、量産化に向けた最適条件の洗い出しを継続実施している。 
一方、複雑な構造の光触媒や貴金属助触媒は効率向上に効果はあっても、コスト面から、実用展開は

限定的ではないか。また、各社の取り組みに、ばらつきが見られることから、定量的な目標値達成のた

めの試験条件（評価時間など）を統一すべきである。 
高感度可視光応

答型光触媒利用

内装部材の開発 

種々部材についてしっかりとした成果が得られており、応用展開も進んでいる。具体的には、銅酸化

タングステンコーティング建材パネル、銅酸化チタンコーティング建材パネル、タイル、塗料を開発し、

空港・病院などで実証試験を行い、抗菌・抗ウイルス効果が有効であるとのデータを蓄積した。これら
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の内装部材の一部がすでに事業化され、マーケティングリサーチも進み、商業展開まで到達しているこ

とは高く評価される。 
一方、効果のアピールという面では、ユーザーに有用性を認識させる大きな例を見出す必要がある。

また、実証試験を行うにあたり、実環境では外乱が多いため、測定条件などを更に明確にしていただき

たい。 
酸化チタンの新

機能創出 
酸化チタンの新機能創出として、新たな応用展開の目処を立て、市場拡大の可能性を示した。特に、

室温光励起相転移は世界レベルの成果である。さらなる機能性向上、安定化、量産化にかかるプロジェ

クトを検討してはどうか。新陳代謝による自己修復機能をもつ撥水性酸化チタン膜は新しい発想による

複合材料開発であり、動作確認データを示していることから、今後の応用進展が期待できる。 
一方、このような可能性の頭出しのテーマは基礎科学寄りであり、循環社会構築型光触媒産業創成を

目指す本プロジェクトで取り組むべきであったか疑問を持つ課題も見受けられた。 
光触媒新産業分

野開拓 
光触媒の高機能化に加えて、新たな用途の開発など、新産業分野開拓に向けた進展を得ている。安全

性についても評価を行うなど、実用化のための条件が整えられている。成果は、すでに全国展開可能な

ことを示すデータを得るに至っており、世界最高水準の技術である。特に、ウイルス不活性化の実証試

験を通じて、さまざまなデータを取得し、大規模空間において数十％の不活化（低減）の可能性を見出

したことは意義がある。空港、病院における実証試験はアピール度が高く、本プロジェクトに対する認

識が広まるものと期待される。 
一方、有機塩素化合物の分解については、反応中間体の問題があり、反応条件（季節、時間などの効

果）での安全性評価が必要である。ウイルスの不活性化については、実証試験を越えて産業分野として

確立させるためには、一般の利用者に対するアピールが重要である。また、ウイルス不活化システムの

効果の検証・訴求に関しては、薬事法とも絡むため、誇大訴求（優良誤認）とならないよう配慮が必要

である。さらに、関連技術が公共施設（空港・病院）のみならず、一般的施設に適用されるための検討

は今後の課題となると考える。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
 
〈判定基準〉 
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A 
・重要             →B 
・概ね妥当           →C 
・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて 
・非常によい          →A 
・よい             →B 
・概ね適切           →C 
・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当であるが、課題あり →C 
・見通しが不明        →D 

評価項目 平均値 素点（注） 
１．事業の位置付け・必要性について 3.0  A A A A A A A 
２．研究開発マネジメントについて 3.0  A A A A A A A 
３．研究開発成果について 2.9  A A A A B A A 
４．実用化、事業化の見通しについて 2.3  B B A B B B A 

平均値 

2.3 

2.9 

3.0 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化、事業化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性
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評点結果〔個別テーマ〕 

光触媒共通サイエンスの構築 

 
 
光触媒基盤技術の研究開発 

 
高感度可視光応答型光触媒利用内装部材の開発 

2.7 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

平均値 

2.1 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

平均値 

2.6 

2.6 

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

平均値 
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酸化チタンの新機能創出 

 
 
光触媒新産業分野開拓 

平均値 

2.3 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

平均値 

2.0 

2.4 

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

光触媒共通サイエンスの構築 
 １．研究開発成果 2.9  A A A B A A A 
 ２．実用化の見通し 2.7  A A A A B B A 
光触媒基盤技術の研究開発 
 １．研究開発成果 2.9  A A A A B A A 
 ２．実用化、事業化の見通し 2.1  B B A B B B B 
高感度可視光応答型光触媒利用内装部材の開発 
 １．研究開発成果 2.6  B A A B B A A 
 ２．実用化、事業化の見通し 2.6  B B A A B A A 
酸化チタンの新機能創出 
 １．研究開発成果 2.4  B A A A C A B 
 ２．実用化、事業化の見通し 2.0  C B B A B B B 
光触媒新産業分野開拓 
 １．研究開発成果 2.9  A A A A B A A 
 ２．実用化、事業化の見通し 2.3  B B A A B B B 
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

※3.2.1 光触媒共通サイエンスの構築 
については、「実用化の見通し」 

 

〈判定基準〉  
１．研究開発成果 ２．実用化、事業化の見通し 
・非常によい      →A 
・よい         →B 
・概ね適切       →C 
・適切とはいえない   →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当であるが、課題あり →C 
・見通しが不明        →D 


